
 
 

スマート・クラウド戦略に関する 

プログレスレポート 

（第１次） 

 

平成２３年６月１３日 

総務省 

 

 クラウドサービスは、ＩＣＴの利活用を促進する上で重要な役割を果たすものであり、

情報通信分野においてパラダイムシフトを起こすものである。このため、総務省では、ク

ラウドサービスの利活用の推進、次世代クラウド技術の研究開発や標準化の推進、国際的

なコンセンサスの醸成やグローバル連携の推進を目的とした「スマート・クラウド戦略」

を２０１０年５月に策定した。 

本プログレスレポート（第１次）は、クラウドサービスの現状を踏まえつつ、「スマート・

クラウド戦略」の進捗状況等について取りまとめたものである。 
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１．クラウドサービスの利用状況 

 

「スマート・クラウド戦略」の策定に際し、２００９年１１月、クラウドサ

ービスに関する企業ユーザーの利用意向について、システム導入の意志決定に

関与する役員等へのアンケート調査を日米両国で実施するとともに、アンケー

ト結果から推定されるクラウドサービスの利用意向などに基づき２０１５年に

おける市場規模の推計を行った。 

今般、「スマート・クラウド戦略」のプログレスレポートを取りまとめるにあ

たり、本戦略の策定から１年を経て、日米におけるクラウドサービスの普及状

況の推移を確認するため、２０１１年３月、昨年と同様の手法を用いてアンケ

ート調査を実施し、２０１５年における市場規模を改めて推計した。 

クラウドサービスの利用実績／利用予定について日米間で比較すると、日米

の企業でのクラウドサービスを利用した実績（「利用している」との回答）は、

２００９年度（図１－１）は、日本の１４．８％に対し、米国は５６．２％と

なっており、その差は３．８倍であったが、今回の調査（図１－２）では、日

本の２６．１％に対し、米国は６４．０％となっており、日米間では依然とし

て２．５倍の差があるものの、利用実績の差は縮小している。 

また、クラウドサービスの浸透度（クラウドサービスについて認知／理解し

ている比率）及び利用実態／利用意向について日米間で比較すると、日本企業

においては、クラウドサービス浸透度及び利用実績／利用意向の双方が高い「実

利用フェーズ」段階の比率が、大企業においては２５．２％増（１８．３％→

４３．５％）、中小企業においても１３．４％増（９．１％→２２．５％）とな

っており、着実にクラウドサービスが浸透している（図２）。しかし、「実利用

フェーズ」段階の割合を日米間で比較すると、日本は大企業において米国の６

割程度、中小企業において４割程度にとどまっており、特に中小企業における

実利用に向けた取組を促進することが必要である。 

また、アンケート調査に基づき、２０１５年までの市場規模を推計したとこ

ろ、昨年度とほぼ同額の約２．３兆円が見込まれる結果となった（図３）。 
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図１－１ クラウドサービスの利用実績／利用予定（２００９年度） 

 

 

 

 

図１－２ クラウドサービスの利用実績／利用予定（２０１０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*大企業：従業員数 300 名以上 

**中小企業：従業員数 300 名未満 

n=305 n=210 

n=247 n=253 



3 
 

図２ 日本と米国におけるクラウドサービスの浸透度と利用実態／利用意向 

 

（２０１０年度） （２００９年度） 

 

 

 

 

 

 

図３ クラウドサービスの市場規模

 

 

政策支援による 

新市場創出効果

単位：億円 
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２．取組状況 

 

「スマート・クラウド戦略」における提言を踏まえ、総務省および関係機関

においては、クラウドサービスの普及・高度化に向けた様々な取組を積極的に

推進している。「スマート・クラウド戦略」は３つの個別戦略（利活用戦略、技

術戦略、国際戦略）で構成されているが、各戦略の主な成果は以下のとおりで

ある（「スマート・クラウド戦略」の全施策についての具体的な進捗状況は、別

紙のとおり）。 

 

 

① ジャパン・クラウド・コンソーシアムの設立 

企業や産業の枠を超え、クラウドサービスの普及を産学官が連携して総合

力を発揮しつつ推進するため、２０１０年１２月、日本経団連を中心に、ク

ラウドサービス事業者等が参画し、民間団体「ジャパン・クラウド・コンソ

ーシアム（会長：宮原秀夫 大阪大学名誉教授。総務省、経済産業省がオブザ

ーバとして参画）」が設立された。 

現在、本コンソーシアムには３００を超える企業が参画し、クラウドサー

ビス関連企業・団体等におけるクラウドサービス普及に向けた様々な取組み

について、情報の共有や新たな課題の抽出等を行うことを目的に、具体的な

サービスモデル等の検討を行う６つのワーキンググループを設置し、我が国

におけるクラウドサービスの普及促進に向けた検討を進めている。 

また、東日本大震災の被災地支援の一環として、東日本大震災ＩＣＴ支援

応援隊（注）と連携し、コンソーシアム幹事会企業による被災地向けの無償

支援メニューを取りまとめ、被災自治体、企業等への情報提供等を行ってい

る。 

  （注）被災者・被災地へのきめ細かいＩＣＴ支援を目的に、社団法人日本経済団体連合会、

一般社団法人電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）など、ＩＣＴ分野に関連する８団体

を中心に設立。 

 

 

② ＜利活用戦略＞ クラウドサービスに係るガイドライン等の策定 

ＡＳＰ・ＳａａＳ インダストリ・コンソーシアムでは、企業等における

クラウドサービスの利用を促進する観点から、企業の営業秘密等の保護と

コンプライアンス確保に資するため、クラウドサービスの調達手順に従っ

て発生すると考えられるリスクを整理し、契約に先立ち事前確認しておく
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べき重要事項を整理した「クラウドサービス利用者の保護とコンプライア

ンス確保に係るガイド」を本年夏を目途に公表する予定である。 

また、総務省では、ＡＳＰ・ＳａａＳの適用分野拡大を図る観点から、

校務分野のサービスを提供するＡＳＰ・ＳａａＳ事業者が留意すべき事項

等を整理した「校務分野におけるＡＳＰ・ＳａａＳ事業者向けガイドライ

ン」（２０１０年１０月策定）を策定・公表した。さらに、医療分野につい

ては、「ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者が医療情報を取り扱う際の安全管理に関す

るガイドライン」（２００９年７月策定、２０１０年１２月改定）を踏まえ、

ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者と医療機関等との間で締結するＳＬＡ(Service 

Level Agreement)に含めるべき条項例等をまとめた「ＡＳＰ・ＳａａＳ事

業者が医療情報を取り扱う際の安全管理に関するガイドラインに基づくＳ

ＬＡ参考例」（２０１０年１２月策定）を策定・公表した。 

加えて、ＩＰｖ６技術を用いた環境クラウドサービスの普及を促進する

ため、環境クラウドの構築・運用に関わる事業者等が満たすべきセキュリ

ティ等に関するネットワーク要件等を整理した「ＩＰｖ６環境クラウドサ

ービスの構築・運用ガイドライン」が本年夏を目途に公表される予定であ

る。 

 

 

③ ＜技術戦略＞ クラウド間連携に求められる技術要件の標準化 

総務省では、中小を含む複数のクラウドが高度に連携し、高信頼・高品

質で省電力なクラウドサービスを提供することを目指して、最先端の「グ

リーンクラウド基盤」の構築を２０１２年度までに実現するため、高信頼

クラウドサービス制御基盤技術や環境対応型ネットワーク構成シグナリン

グ技術等の研究開発を進めた。 

これらの研究開発成果をもとに、グローバルクラウド基盤連携技術フォ

ーラム（ＧＩＣＴＦ）と連携しつつ、複数のクラウドシステム間を連携す

るユースケースや機能要件、ＳＬＡとして必要な項目等についての検討を

行い、これらの検討結果を国際電気通信連合電気通信標準化部門（ＩＴＵ

－Ｔ）のクラウドに関するフォーカスグループ（FG-Cloud Computing）に

提案し、２０１１年２月にはＩＴＵ－Ｔにおける検討課題候補として正式

に盛り込まれた。 

FG-Cloud Computing は２０１１年１２月に終了し、ＩＴＵ－Ｔにおける

新しい検討体制に移行する予定であり、これらの成果を踏まえ、勧告化に

向けた取組を継続していくこととしている。 
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④ ＜国際戦略＞ クラウド政策対話等の実施 

クラウドサービスはボーダレスな環境で提供されることから、国際的な

ルール作りが必要である。そのため、ＡＰＥＣ等の多国間、各国との二国

間の政策対話等の場を活用し、様々な取組を進めている。 

２０１０年１０月に開催されたＡＰＥＣ第８回電気通信・情報産業大臣

会合において、ＡＰＥＣ域内におけるクラウドコンピューティングの利活

用に係る安全・安心な環境の確立に向けた取組の必要性を盛り込んだ「沖

縄宣言」が採択された。 

また、２０１０年９月に日韓クラウド政策対話を開始した。さらに、２

０１０年１１月には、東京において、日本側は総務省、外務省、経済産業

省、米側は国務省、商務省、連邦通信委員会等で構成するインターネット

エコノミーに関する日米政策協力対話を開始し、両国におけるクラウドサ

ービスに係るベストプラクティスの共有や、課題解決に向けた意見交換を

行うとともに、定期的に会合を開催し協力することを合意したところであ

る(本年６月、ワシントンＤＣにおいて第２回会合を開催)。なお、本政策

対話については、経済分野の日米連携の一層の強化に向け、２０１０年１

１月の日米首脳会談で合意された「新たなイニシアティブ」の一つとして

盛り込まれた。 

加えて、本年６月に開催の日ＥＵＩＣＴ政策対話において、クラウドサ

ービスに係る意見交換を実施する予定である等、欧米、アジアをはじめと

した各国との意見交換を継続して実施することにより、クラウドサービス

の利用に向けた国際的なコンセンサスの醸成に向けた取組を積極的に推進

している。 

 


